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【はじめに】
　医療法に基づく施設基準では、全職員が年２回以
上、医療安全研修会に参加することが定められてい
る。そのため、各施設の医療安全推進室が中心とな
って研修会を企画・運営し全職員へ参加を呼びかけ
ているが、24時間体制で動いている多忙な現場で
は、負担が大きいと受け取られることも多く、時と
して反発を受けることもある。
　今回、人間の特性を意識しながら職員へ働きかけ
る工夫をしたことで、全職員の研修会参加率が向上
した。その活動経緯を報告する。
【倫理的配慮】
①本報告内容に含まれるデータは、平成25年から平
成26年までの全職員対象医療安全研修会の全職員
または、職種別の参加率と、無記名アンケートの
記載文言の一部抜粋のみとし、個人が特定される
ことはない。
②職員参加率は、毎年の院内報告・本社報告に提出
している範囲のものである。
③上記を踏まえて、院内の倫理委員会での審査・承
認を得ている。
Ⅰ　活動経過
１　平成25年度の現状
　全職員対象医療安全研修会として、年２つのテー
マで時間外に開催し、１テーマに付３回程度の開催
を行っていた。全体の参加率は、39％で、特に医師
の参加率は７％であった（年２回参加）。
　医療法に基づいた各種行政の立入調査では、以前
から職員の参加率、特に医師の参加者が少ないこと
を問題として指摘され、調査結果の口頭や文書で指
導事項とされていた。
２　参加率向上計画の検討・実施
　改善計画を検討していた際に、研修会終了後アン
ケートにあった「（全職員対象医療安全研修会が）
参加が必須であることを知りませんでした。」とい
う記載にヒントを得た。自分では、十分説明したつ
もりが相手に伝わっていない、という医療安全上の
「患者への説明」のコミュニケーションエラーとよ
く似た構造があるのではないか、と考えた。
　そこで、医療安全では有名なヒューマンファクタ
ーの考え方の「人間の特性とエラー誘発環境」で述
べられている視点を活用して、研修会参加促進の取
り組み方法を模索・実践した。
　また、過去のアンケートの結果から開催時間・回
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数については、ワークライフバランスに配慮した時
間帯と回数の検討を行った。
① 認知的特性　見たいものを見、聞きたいものを聞
く。
　医療法に基づく施設基準に定められた研修である
ことは、案内に記載した程度では目をひかない。研
修の都度、必須研修であることを言葉で説明し、部
署に戻ってから同僚に話して欲しいと説明をした。
　開催案内に関しては、イントラネットでの送信の
他、印刷したものを各部署へ配布していた。医局で
は掲示板に掲示していたが、「知らなかった」とい
う意見が多かった。興味のないものは目に入らない
ものと受け止め、目に入りやすい場所を探した。医
局出入口ドアの目の高さに掲示をした。更に、医局
秘書の知恵を借り、医師が注意をひかれる場所は職
員冷蔵庫の扉であるという助言を得て、毎回冷蔵庫
の扉にも掲示した。
②集団的特性　同調行動
　人間は自分の意見が他の大多数の人間の意見と違
っている場合、自分の意見を主張することが難しい。
この特性について視点を変えてみれば、他の大勢の
人が研修会に参加していれば、自分が参加しないこ
とに落ち着かなさを感じる人も多いのではないかと
考えた。
　そこで、研修会の開催周知を開催期間中も院内メ
ールで行った。この時の内容は、まだ参加していな
い人に対してダイレクトな督促的メッセージは逆効
果と考え、それまでに参加した人数を日々累計して
増加していく様子を報告し、参加への御礼を述べ、
今後の開催日程の連絡を発信した。
　また、医師の参加率向上は活動計画中の重点課題
のひとつであったので、開催案内の様々な伝え方に
は工夫を行った。企画側が直接働きかけるだけでは
反発もある。できるだけパーソナルスペースの近い
人間関係を構築している職員（例えば外来看護師か
ら医師、病棟師長から診療科医師）に協力を得て、
医師が心理的に受け入れやすい働きかけ、日常の会
話の流れの中での参加への呼びかけをしてもらっ
た。
③生理的身体的特性　疲労
　全職員対象研修会は、参加人数と会場の都合によ
り講義形式で行わざるを得ない。座学による人間の
集中力には限界がある。
　始業前や業務時間内に開催することも考え、１回
の開催時間を3₀分以内と決めた。その中で、短時間
ずつ多職種から関連する医療安全上の講義をしても
らうことにした。参加者ができるだけ集中して飽き
ずに講義を聞けるように途中で講師が交代して内容
を変えた。
　『録画映像での講義は別途構成に工夫がないと、
研修者の満足度は低くなる傾向にある』という研修
企画に関する講師の話に触発され、できるだけLive
での講義にこだわった。そのため外部講師は招聘出
来なかったが、その分多職種の院内講師を依頼する
ことで、医療安全推進室だけではない研修会企画へ
の職員参加を促進するところに狙いを移した。講師
と同じ部署の職員が積極的に参加する傾向が見られ
た。
④ワークライフバランスを重視する。
　全職員対象で参加を促す研修会では、ヒューマン
ファクターの視点以外にも、今職場に求められてい
る働きやすい職場環境づくりにも配慮しなくてはな
らないと考えた。
　特に医療機関はもともとの交代制勤務に加え、多
様な勤務時間の職員が、どの時間であれば参加しや
すいのかを検討する必要があると考えられた。研修
会の開催時間が、従来のように時間外に開催する研
修だけでは参加率を向上させる環境が伴わない。
　そこで開催時間帯を４通り準備して、１テーマに
付き、₁₀回程度の複数回開催を実施した。
　開催時間に関しては、各部署の職員や、同じく全
職員を対象とした研修会を行っている部門と情報を
共有し、比較的業務上参加者の多い時間帯を模索し
た。（図１）
図１　設定研修時間と対象と考えられる職員
　育児短時間勤務制度を活用している職員も複数い
るため、就業時間内の開催時間の設定も行った。ま
た時間帯の中には、診療が始まってしまうと、夕方
の時間外研修も含め、研修会に参加する時間は取れ
ない、という医師の意見を入れて、始業時間前の早
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Ⅳ　考　察
１．医療安全で重要視される人間特性に留意した要
因の視点は、研修参加促進計画にも応用ができる
ところがある。
２．組織内の人は入れ替わることから、医療法に基
づく施設基準で定められている、職員が参加しな
ければならない研修であることは、今後も繰り返
し周知していく必要がある。
３．理解を促す説明には人間の特性への配慮も必要
である。理由が分かれば職員は、組織の一員とし
て必要なことは行おうとする人が増える。
４．研修会参加を促すためには、職員が参加しやす
い研修環境づくりの検討と提供の努力を行うこと
が必要である。
Ⅴ　今後の課題
１．全職員対象医療安全研修会への職員参加率の水
準を８割以上に保つこと。
２．現状の研修に対する「とりあえず出なければい
けないのだろう」という姿勢から、各職種が医療
安全の知見を深められ、業務に活用できるような
研修企画のあり方への転換を検討していくこと。
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朝開催時間帯も設定した。
　この就業時間の内外に開催時間を設定したことに
は、副産物があった。時間外のみの開催では、必ず
「研修参加が必須であるならば、業務として時間外
手当が支給されるべきではないのか」という意見が
でることがある。この判断は、医療安全推進室だけ
では難しい。また、経営上の負担も大きいことを、
費用対効果の十分な説明ができないまま議論・提案
するのは、企画側の心理的負担が大きくなる。しか
し、就業時間内外に設定することで、研修時間を自
分の都合の良い時間に研修者自身が選択できる、と
いう理屈が成り立ち、企画側は経済的問題から一旦
外れる形になり、運営に専念することができた。
Ⅲ　結　果
　平成26年度、研修会の医療法に基づく施設基準で
定められている「職員が年２回以上の研修を受ける
事」という規定を満たした職員の割合は全職員で₈₇
％、医師は6₀％に増加した。（図２）
図２　全職員対象　医療安全研修会　　　
　　当院過去２年間の参加者割合推移
